
杉並区協働推進計画（第 1次） 

令和 4（2022）年度～令和 6（2024）年度 
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資 料 ４ 



【方針１】
地域に開かれた新たな協働の仕組みづくり

(１)公民連携による新たな協働の推進

※1　公民連携：区や民間事業者等の多様な主体が相互に地域の課題を共有し、その解決を目指して、対等な立場で連携・協力すること

取組
内容

公民連携プラットフォームの構築検討
公民連携プラットフォームを活用した協
働

公民連携プラットフォームを活用した協
働

公民連携プラットフォームの構築に向けた検討
行政管理担当

－

　区民や地域団体等の従来の協働の担い手に加え、民間事業者や大学等の多様な主体との協働により地域課題
の解決を図っていくため、それぞれの主体が相互に連携する場や機会を確保し、有効につながる公民連携プラット
フォームの構築を検討するとともに、デジタル技術の活用などにより、これらの主体をネットワーク化することで、課題
の共有が図られるよう検討を進めます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

　関連する計画

○「実行計画」「区政経営改革推進計画」「デジタル化推進計画」と関連する場合には、計画名や取組名を記載

取組
内容

専管窓口の開設
　 準備・実施

専管窓口の開設
　 実施

専管窓口の開設
　 実施

公民連携※1に関する専管窓口の開設
行政管理担当

－

　新たな協働の推進に当たって、民間事業者や大学など、多様な主体との連携を推進するための専管窓口となる組
織を創設し、事業者等と担当部署間をつなぎ、迅速かつ柔軟な連携を図りながら、地域課題解決に向けた対応を
図っていきます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

【凡例】

○取組名

年度 4（2022）年度 5（2023）年度

取組
内容

○関係課

○主管課

6（2024）年度

○取組の概要を記載

年度別の取組内容
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※1　サウンディング型市場調査：公有地の活用や民間サービスの導入に当たり、公募により民間事業者の意向調査や直接対話を行い、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該案件の活用の可能性を最大限に高めるための取組の内容・公募条件等に関する整理を行うもの

※2　ＰＰＰ：Public Private Partnership の略。国や地方自治体が民間事業者と連携して公共サービスを提供する一連の手法

※3　ＰＦＩ：Private Finance Initiative の略。ＰＰＰの手法の一つで、公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間事業者の資金と

　　　　　   ノウハウを活用し、民間主導により効率的かつ効果的に公共サービスを提供する手法

※4　シェアリングエコノミー：個人等が保有する利用可能な資産等（スキルや時間等の無形のものを含む）を他の個人等も利用可能とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　 経済活動

※1　包括連携協定：様々な地域課題に対して、区と民間事業者等が連携・協力して、課題解決を目指す取組

取組
内容

連携推進 連携推進 連携推進

民間事業者等との包括連携協定※1 行政管理担当

－

　近年、複雑化・高度化している地域の課題を行政のみで解決していくことは困難となっています。そのため、民間
事業者等との包括連携協定により、お互いの強みやメリットを生かしながら、地域の課題解決や区民サービスの向上
を図っていきます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

サウンディング型市場調査のさらなる活
用
　 実施

様々な手法による連携の取組
　 検討・実施

サウンディング型市場調査のさらなる活
用
　 実施

様々な手法による連携の取組
　 検討・実施

サウンディング型市場調査のさらなる活
用
　 実施

様々な手法による連携の取組
　 検討・実施

様々な手法による区民・民間事業者との連携事業の推進
行政管理担当

－

　今後、より一層の民間活力の導入を進めていくに当たり、サウンディング型市場調査※1のさらなる活用に加え、PPP
※2s・PFI※3やシェアリングエコノミー※4など様々な手法による民間事業者等との連携について、検討を行い、段階的な
実施を進めます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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（２）新たな協働を推進する人材の育成

　関連する計画

（実行計画）施策9　創エネルギー事業の推進

取組
内容

公民連携推進のための外部人材の登
用
　 実施

公民連携推進のための外部人材の登
用
　 実施

公民連携推進のための外部人材の登
用
　 実施

協働の推進を目的とした外部人材の登用
行政管理担当

－

　公民連携を推進していくために、専門的な知識や経験を有する外部人材を登用し、公民連携推進やその検証等
に対する意見を求めるなど、協働の取組を戦略的に推進する体制を整備します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

　これからの時代に求められる協働の意義を十分に理解し、区民目線で多様な主体との協働の取組を推進していく
職員を育成するため、企業等への派遣を含めた研修の実施などにより、意識啓発や人材育成を進めます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

職員の意識啓発、研修
　 検討・実施

職員の意識啓発、研修
　 実施

職員の意識啓発、研修
　 実施

公民連携による地域課題の解決に向けた職員の意識啓発・人材育成
行政管理担当

人材育成担当

取組
内容

遊休区有地を含めた区有財産の有効
活用に向けた公民連携事業
　 調査・検討

遊休区有地を含めた区有財産を活用
した太陽光発電事業
　 調査・研究

遊休区有地を含めた区有財産の有効
活用に向けた公民連携事業
　 調査・検討・実施

遊休区有地を含めた区有財産を活用
した太陽光発電事業
　 調査・研究

遊休区有地を含めた区有財産の有効
活用に向けた公民連携事業
　 調査・検討・実施

遊休区有地を含めた区有財産を活用
した太陽光発電事業
　 調査・検討

公民連携による区有財産の新たな有効活用の推進
行政管理担当

環境課、経理課

　遊休区有地を含めた区有財産の有効活用を図るため、公民連携による新たな取組の実施に向けた調査・検討を
進めます。また、これらの区有財産を活用した太陽光発電事業の実施に向けた調査・研究を開始します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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（３）デジタル化による協働の推進

※1　オープンデータ：行政機関や事業者等が公開する、誰もが自由に入手し、利用・再配布できるデータ

※2　ビッグデータ：一般的なデータベースソフトでは扱うことが困難な巨大で複雑なデータの集合

　関連する計画

（デジタル化推進計画）方針1　行政保有データのオープン化の拡充
　　　　　　　　　　　        方針2　データに基づく行政運営の推進

取組
内容

オープンデータ等の利活用
　 検討・実施

オープンデータ等の利活用
　 検討・実施

オープンデータ等の利活用
　 検討・実施

オープンデータ※1等の利活用
行政管理担当

情報政策課

　区民や民間事業者、大学のほか、町会、ＮＰＯや地域団体等の区との協働の担い手と区が保有するデータを共有
し、地域課題の解決や地域経済の活性化等につながるよう、オープンデータの利活用を図ります。あわせて、民間
事業者等が提供するビッグデータ※2の分析・活用について検討を進めます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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【方針２】
区と地域団体等による地域課題・行政課題の解決に向けた取組

（１）様々な分野における協働の取組
＜地域コミュニティ活性化＞

※1　すぎなみ協働プラザ：ＮＰＯや地域活動団体を支援するために、相談業務、各種講座の開講、情報発信、団体間の連携・協働の

　　　　　　　　　　　　　　　　 コーディネート等を提供する中間支援組織

※2　まちの絆向上事業：区内の町会・自治会が、加入促進及びコミュニティ活動の活性化を図るため主体的に実施する事業（区は事業を

　　　　　　　　　　　　　　　 支援するため助成金を交付）

　関連する計画

（デジタル化推進計画）方針1　地域活動団体のデジタル技術活用に向けた支援

取組
内容

協議会運営支援
　 7所

センター協議会による協働事業の実施
　 7所

センター協議会による地域懇談会の実
施
　 7所

協議会運営支援
　 7所

センター協議会による協働事業の実施
　 7所

センター協議会による地域懇談会の実
施
　 7所

協議会運営支援
　 7所

センター協議会による協働事業の実施
　 7所

センター協議会による地域懇談会の実
施
　 7所

地域区民センター協議会事業の推進
地域課

－

　地域区民センター協議会の組織の活性化や事業活動を支援するとともに、町会・自治会をはじめとした地域の
様々な団体との協働による活動や地域懇談会等の地域の課題解決に向けた取組を支援します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

「まちの絆向上事業」※2への支援
　 23町会

町会・自治会等地域活動団体ＩＣＴ活
用支援

すぎなみ協働プラザの運営
　 地域活動団体の交流・連携の推進

ＮＰＯ活動資金助成
　 実施

「まちの絆向上事業」への支援
　 24町会

町会・自治会等地域活動団体ＩＣＴ活
用支援

すぎなみ協働プラザの運営
　 地域活動団体の交流・連携の推進

ＮＰＯ活動資金助成
　 実施

「まちの絆向上事業」への支援
　 25町会

町会・自治会等地域活動団体ＩＣＴ活
用支援

すぎなみ協働プラザの運営
　 地域活動団体の交流・連携の推進

ＮＰＯ活動資金助成
　 実施

（実行計画）施策26　地域活動団体への支援
　　　　　　　 施策26　地域活動を担う人材の育成・支援

地域活動団体の交流・連携の推進
地域課

－

　地域住民活動のための自主的組織である町会・自治会による地域の絆を高める取組や地域情報を発信・共有す
るための取組への支援を行うとともに、地域の多様な活動団体が相互に連携協力しながら地域課題を解決できるよ
う、すぎなみ協働プラザ※1による地域団体の交流・連携を推進します。また、ＮＰＯ支援基金に基づく助成金の交付
等により、地域団体の活動を支援していきます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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＜防災・防犯＞

（実行計画）施策2　発災時に備えた体制づくりと自治体間連携の推進

　関連する計画

取組
内容

震災救援所運営連絡会の運営・活動
支援
　 震災救援所訓練の実施

地域防災コーディネーターの育成・活
動支援

防災市民組織への支援

消防団への支援

震災救援所運営連絡会の運営・活動
支援
　 震災救援所訓練の実施

地域防災コーディネーターの育成・活
動支援

防災市民組織への支援

消防団への支援

震災救援所運営連絡会の運営・活動
支援
　 震災救援所訓練の実施

地域防災コーディネーターの育成・活
動支援

防災市民組織への支援

消防団への支援

地域防災力の向上
防災課

－

　災害発生時に、主に震災救援所の開設・運営にあたる地域や学校、震災救援所運営連絡会の担い手等の人材
不足等に対応するため、地域に根差したＮＰＯ団体や民間事業者などに震災救援所運営連絡会への参加を働きか
けます。
　また、地域の防災・減災を担う人材として地域防災コーディネーターの育成・活動支援、防災市民組織や消防団と
の連携、防災資機材の提供等により、地域防災力の向上に取り組みます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

すぎなみ地域コム運営

登録団体数
　 320団体

すぎなみ地域コム運営

登録団体数
　 350団体

すぎなみ地域コム運営

登録団体数
　 390団体

地域課

－

　地域の様々な団体の活動や区民の地域活動への参加を情報面から支援する、地域活動応援サイト「すぎなみ地
域コム」を運営し、地域での連携・協働をより一層推進します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

「すぎなみ地域コム」の運営
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※1　公開型ＧＩＳ「すぎナビ」：地図や画像を利用して杉並区の行政情報等をインターネットを通じて、区民に分かりやすく公開・提供する杉並区

　　　　　　　　　　　　　　　　　   の公式電子地図サービス

※2　地震被害シミュレーション：区内建築物の耐震化・不燃化などの状況や東京都・区が保有する地盤データ、東京消防庁のデータなどを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  活用して、東京湾北部地震を想定地震とし、震度予測、建物やライフラインの被害想定、避難者予測等を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  見える化したもの

※3　ＳＮＳ：Social Networking Service の略。人と人との社会的ネットワークをインターネット上で構築するサービス

※4　ＡＩソーシャルセンサ：ＡＩ技術を活用し、ソーシャルメディアに投稿された大量の情報の中から防災等に有用な情報をリアルタイムで収集

　　　　　　　　　　　　　　　　 するシステム

（区政経営改革推進計画）方針3　ＩＣＴ活用による災害情報の収集・発信

（デジタル化推進計画）方針1　ＩＣＴ活用による災害情報の収集・発信

　関連する計画

（実行計画）施策2　ＩＣＴ活用による災害情報の収集・発信

取組
内容

災害時情報共有システム
　 公開型ＧＩＳ「すぎナビ」
　　  運用・普及啓発
　 ＡＩソーシャルセンサ※4

　　 運用

災害時情報共有システム
　 公開型ＧＩＳ「すぎナビ」
　　  運用・普及啓発
　 ＡＩソーシャルセンサ
　　  運用

災害時情報共有システム
　 公開型ＧＩＳ「すぎナビ」
　　  運用・普及啓発
　 ＡＩソーシャルセンサ
　　  運用

ＩＣＴ活用による災害情報の収集・発信
防災課

土木管理課、土木計画課、市街地整備課

　公開型ＧＩＳ「すぎナビ」※1を活用し、防災マップや水害ハザードマップ、地震被害シミュレーション※2による被害想
定結果等の情報を区民に分かりやすく提供することで、平時からの災害への備えを充実・強化します。災害時には、
ＳＮＳ※3に投稿された災害情報のうち、信頼性や正確性の高い情報をＡＩ（人工知能）技術を活用して解析・収集する
ことにより、正確かつ迅速な災害状況の把握に努めます。また、収集した最新の災害情報を「すぎナビ」で発信する
ことにより、二次災害を未然に防止します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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※1　災害時要配慮者：発災前の備え、発災時の避難行動、避難後の生活の各段階において、特に配慮を要する高齢者や障害者、乳幼児、

　　　　　　　　　　　　　　 妊産婦等

※2　地域のたすけあいネットワーク（地域の手）：要介護状態にある人や自力避難が困難な人などに対し、災害時の避難等に必要な情報を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あらかじめ区に登録し、災害発生時に地域住民による安否確認や避難支援に役立てるため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の制度

（デジタル化推進計画）方針1　震災救援所の運営に関するデジタル化の推進

（区政経営改革推進計画）方針4　隣接自治体等との連携による区民サービスの向上

（実行計画）施策3　防犯力が高いまちづくり
　　　　　　 　施策3　地域防犯対策の推進

　関連する計画

（実行計画）施策2　災害時要配慮者支援の推進

　関連する計画

取組
内容

防犯自主団体研修会
　 実施

地域安全のつどい
　 実施

落書き消去、区境合同パトロール等
　 実施

防犯自主団体研修会
　 実施

地域安全のつどい
　 実施

落書き消去、区境合同パトロール等
　 実施

防犯自主団体研修会
　 実施

地域安全のつどい
　 実施

落書き消去、区境合同パトロール等
　 実施

防犯対策の推進
地域安全担当

－

　防犯力が高いまちをつくるため、区民、地域団体、警察署等関係団体と区の協働により、公民一体となって防犯活
動を展開し、地域安全のつどいの開催、落書き消去活動、区境合同パトロール等の各種取組を連携して実施しま
す。併せて、防犯自主団体の新規結成や活性化を促進するなど、防犯基盤の強化を図ります。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

地域のたすけあいネットワーク(地域の
手)※2

　 登録者数　11,300人

民間事業者との連携強化の推進

福祉救援所指定
　 新規指定　3施設
　 (累計38所)

地域のたすけあいネットワーク(地域の
手)
　 登録者数　11,500人

民間事業者との連携強化の推進

福祉救援所指定
　 新規指定　3施設
　 (累計41所)

地域のたすけあいネットワーク(地域の
手)
　 登録者数　11,700人

民間事業者との連携強化の推進

福祉救援所指定
　 新規指定　3施設
　 (累計44所)

災害時要配慮者※1支援の推進
保健福祉部管理課

－

　災害発生時における要配慮者に対する迅速な安否確認や避難生活支援を行うため、区民や民間事業者との連携
強化を進め、支援方法や内容の充実に努めます。
　また、専門性の高い支援を行う福祉救援所を増やすため、設置されていない地域の民間施設に対し、福祉救援所
の登録の働きかけを行うとともに、既存の福祉救援所については、訓練等を通じ迅速な救援所立ち上げができるよう
取り組んでいきます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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＜まちづくり・地域産業＞

（実行計画）施策4　まちづくり活動の支援

　関連する計画

（実行計画）施策3　消費者被害防止対策の推進

　関連する計画

（実行計画）施策8　魅力的な観光情報発信の推進

　関連する計画

取組
内容

まちづくり協議会・まちづくり団体等との
連携・協力

まちづくり協議会・まちづくり団体等との
連携・協力

まちづくり協議会・まちづくり団体等との
連携・協力

区民参加のまちづくりの推進
都市整備部管理課

市街地整備課　ほか

　まちの目標像の実現に向けて、まちづくり協議会・まちづくり団体等との連携・協力を図り、幅広い観点からまちづく
りの取組を進めます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

中央線あるあるプロジェクトの推進
　 実施

中央線あるあるプロジェクトの推進
　 実施

中央線あるあるプロジェクトの推進
　 実施

中央線あるあるプロジェクトの推進
産業振興センター

－

　都市観光の観点から区の「良さ」、「らしさ」を再発見し、それらを集客資源として効果的にＰＲすることにより、区へ
の持続的な集客力を高め、にぎわいと商機を創出します。取組に当たっては、区内産業団体や企業、ＮＰＯ等ととも
に実行委員会を組織し、ホームページ・ＳＮＳやガイドブック等により、観光情報を発信していきます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

出前講座の実施
　 20回

サポーター講習の実施

出前講座の実施
　 20回

サポーター講習の実施

出前講座の実施
　 20回

サポーター講習の実施

消費生活サポーターによる「出前講座」の実施
区民生活部管理課

－

　区が実施する講習を受講、修了した区民ボランティアである消費生活サポーターが、高齢者施設や地域団体、学
校等からの依頼に応じて「出前講座」を実施し、寸劇やクイズ形式等により、参加者に対して分かりやすい情報提供
と啓発を行い、消費者被害の未然防止につなげます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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（実行計画）施策7　総合的な空家等対策の推進

　関連する計画

（実行計画）施策8　魅力的な観光情報発信の推進

　関連する計画

（実行計画）施策8　都市農業の支援と保全

　関連する計画

取組
内容

空家等利活用相談窓口運用の検討 空家等利活用相談窓口運用の検討 空家等利活用相談窓口の開設

空家等利活用相談窓口の開設
住宅課

－

　区で行う空家等のワンストップ窓口での対応が困難な利活用に関する事案について、民間のノウハウを活用して解
決を図るため、事業者と協働し空家等利活用相談窓口を開設します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

「地産地消推進連絡会」
　 開催

杉並産農産物即売会
　 300回

学校給食地元野菜デーの実施

「地産地消推進連絡会」
　 開催

杉並産農産物即売会
　 300回

学校給食地元野菜デーの実施

「地産地消推進連絡会」
　 開催

杉並産農産物即売会
　 300回

学校給食地元野菜デーの実施

杉並産農産物の地産地消の推進
産業振興センター

－

　生産者、ＪＡ東京中央、事業者等で構成する「地産地消推進連絡会」において杉並産農産物の地産地消の取組に
ついて意見交換を行い、即売会の実施や、学校給食や障害者施設などの施設給食、食堂等へ杉並産農産物を供
給することを通じ、区民が新鮮な野菜を食べたり、生活に潤いを与える花を見たり、触れたりする機会を充実し、都市
農業の良き理解者・応援者の拡大につながる事業展開を図ります。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

すぎなみ学倶楽部運営
　 アクセス数
　 　約80万件

すぎなみ学倶楽部運営
　 アクセス数
　 　約81万件

すぎなみ学倶楽部運営
　 アクセス数
　 　約82万件

すぎなみ学倶楽部の運営
産業振興センター

－

　区民ライターが区の様々な魅力を取材・執筆し、区公式ウェブサイト「すぎなみ学倶楽部」を通じて発信することで、
区民の区への愛着心の向上や来街者の誘致を図っていきます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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※1　すぎなみ美・道路組：区の管理する道路等の清掃・緑化活動、道路利用者の意識向上のための啓発活動等を行う目的で、区に申し込み

　　　　　　　　　　　　　　　　 をし、認定を受けた団体

（実行計画）施策6　自転車安全利用の推進

　関連する計画

（実行計画）施策5　生活道路等の整備
                 施策11　水辺環境の再生・創出

　関連する計画

取組
内容

交通安全のつどい等イベント
　 8回

街頭キャンペーン
　 17回

講習会
　 7回

交通安全のつどい等イベント
　 8回

街頭キャンペーン
　 17回

講習会
　 7回

交通安全のつどい等イベント
　 8回

街頭キャンペーン
　 17回

講習会
　 7回

交通安全啓発キャンペーン等の実施
杉並土木事務所

－

　警察署及び交通安全協会と協力し、交通安全のつどいやパレード等のイベントのほか、街頭キャンペーンや交通
安全教室、講習会等の開催を通じ、交通事故防止のための啓発活動を行います。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

違反広告物除却活動の実施 違反広告物除却活動の実施 違反広告物除却活動の実施

違反広告物の除却活動
杉並土木事務所

－

　区民グループ(違反広告物除却活動協力員)による自主的な違反広告物の除却にかかるボランティア活動に対し
て、支援を行います。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

清掃・緑化活動実施
　 25団体

遅野井川親水施設管理
　 1団体

清掃・緑化活動実施
　 25団体

遅野井川親水施設管理
　 1団体

清掃・緑化活動実施
　 25団体

遅野井川親水施設管理
　 1団体

道路等保全への区民参加
杉並土木事務所

－

　区内の登録団体である「すぎなみ美・道路組※1」が道路の清掃や植栽の手入れなどの維持管理を行い、道路等の
美化を推進することで、道路等利用者の意識の向上を図るとともに、潤いのある道路空間を創出します。また、区は
地域ボランティア団体の自然環境保全活動等を支援し、協働して水路の清掃等の維持管理を行います。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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＜環境・みどり＞

※1　ゼロカーボンシティ：2050年までに温室効果ガス排出量が実質ゼロとなるよう、取組を進めていくことを表明した地方公共団体

　関連する計画

（実行計画）施策6　自転車等放置防止対策の推進

　関連する計画

取組
内容

すぎなみエコチャレンジ
　 実施　800件

すぎなみエコチャレンジ
　 実施　800件

すぎなみエコチャレンジ
　 実施　800件

エコチャレンジ事業
環境課

－

　2050年ゼロカーボンシティの実現に向け、家庭や事業所における電力使用量やガス使用量の削減に取り組んでも
らうことで、省エネルギー行動を促進し、省エネ・CO2削減に取り組みます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

（実行計画）施策9　省エネルギー対策の推進

取組
内容

省エネ住宅普及啓発イベント、省エネ
相談、講演会等

太陽光発電設置者情報交換会
　 実施

省エネ住宅普及啓発イベント、省エネ
相談、講演会等

太陽光発電設置者情報交換会
　 実施

省エネ住宅普及啓発イベント、省エネ
相談、講演会等

太陽光発電設置者情報交換会
　 実施

創エネルギー及び省エネルギーの普及・推進
環境課

－

　2050年ゼロカーボンシティ※1の実現に向け、より一層の再生可能エネルギー及び省エネルギーの普及促進を図る
ため、専門性を持ったＮＰＯやエネルギー事業者と区が協働で、太陽光発電設備設置者との情報交換会、省エネ相
談会、講演会等の啓発事業を実施します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

放置防止協力員
　 活動支援
　　 ≪累計48団体≫

放置防止協力員
　 活動支援
　　 ≪累計48団体≫

放置防止協力員
　 活動支援
　　 ≪累計48団体≫

自転車放置防止協力員の活動
土木管理課

－

　商店会及び町会・自治会の会員などによる自転車放置防止協力員が、自転車放置防止の指導やPR活動を行うこ
とにより、駅周辺の放置自転車による交通環境の悪化防止に取り組みます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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※1　食品ロス：まだ食べられるのに捨てられてしまう食品

取組
内容

花咲かせ隊
　 新規5団体
　 (累計143団体)

すぎなみ公園育て組
　 新規2団体
　 (累計52団体)

認定ボランティア団体
　 新規1団体
　 (累計12団体)

花咲かせ隊
　 新規5団体
　 (累計148団体)

すぎなみ公園育て組
　 新規2団体
　 (累計54団体)

認定ボランティア団体
　 新規1団体
　 (累計13団体)

花咲かせ隊
　 新規5団体
　 (累計153団体)

すぎなみ公園育て組
　 新規2団体
　 (累計56団体)

認定ボランティア団体
　 新規1団体
　 (累計14団体)

（実行計画）施策11　みどりを育てる

　関連する計画

「みどりを育てる」ボランティア活動の支援
みどり公園課

－

　身近な公園の花壇等の管理や清掃、みどりの保全活動などのボランティア活動を支援することにより、区民の緑
化・美化に対する意識を醸成するとともに、公園の利用拡大や地域活動の活性化等を図ります。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

駅前広場の清掃・美化清掃実施
　 2団体

花壇の整備
　 年3回

駅前広場の清掃・美化清掃実施
　 2団体

花壇の整備
　 年3回

駅前広場の清掃・美化清掃実施
　 2団体

花壇の整備
　 年3回

阿佐ケ谷駅・高円寺駅の駅前広場における清掃・美化への協力
杉並土木事務所

－

　阿佐ケ谷駅及び高円寺駅の駅前広場の美化のため、自主的に清掃活動を行う地域ボランティアや教育の一環と
して花壇を整備する学校と協働して、清掃活動・花壇整備を実施します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

「食べのこし0応援店」拡充
　 150店
　 （累計700店）

「食べのこし0応援店」拡充
　 150店
　 （累計850店）

「食べのこし0応援店」　拡充
　 150店
　 （累計1,000店）

　関連する計画

（実行計画）施策10　ごみの排出抑制の推進

食品ロス※1の削減
ごみ減量対策課

－

　更なるごみの減量に向けて、民間事業者等との連携により、区と共に食品ロスの削減に取り組む「食べのこし０応
援店」を拡充し、その特性に応じた様々な取組を支援していくことで食品ロス削減の取組を効果的に推進します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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＜健康・医療＞

※1　よい歯健口フェスティバル：歯科に関する体験コーナー、講演会等を通して、健康づくりの基礎となる「歯、口腔の健康」について、地域で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考えるきっかけをつくるために実施する普及啓発イベント

※1　フレイル：加齢により心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながりなど）が低下した状態。健康な状態からフレイルの段階を経て要介護

　　　　　　　　　状態に陥る。兆候を早期に発見し、適切に対処することで、進行を抑制したり、健康な状態に戻すことができる

取組
内容

食育イベント等の実施

食育推進ボランティア
　 育成・活動支援
　　 184人

飲食店・食品販売店、杉並野菜販売所
等での食育の普及実施
　 野菜のレシピ集配布

ライフステージに応じた食育の推進

食育イベント等の実施

食育推進ボランティア
　 育成・活動支援
　　 204人

飲食店・食品販売店、杉並野菜販売所
等での食育の普及実施
　 野菜のレシピ集配布

ライフステージに応じた食育の推進

食育イベント等の実施

食育推進ボランティア
　 育成・活動支援
　　 224人

飲食店・食品販売店、杉並野菜販売所
等での食育の普及実施
　 野菜のレシピ集配布

ライフステージに応じた食育の推進

　関連する計画

（実行計画）施策12　区民と進める健康づくりの推進

食育の推進
健康推進課

－

　健康寿命の延伸につながる食育の推進に向けて、食育推進ボランティアの育成を行い、飲食店、食品販売店、農
家、団体及び企業等の主体的な活動の支援をするとともに、バランスの良い食事の選択に向けた体験イベントや情
報提供を食育推進ボランティアや企業等と協働して行います。また、高齢者のフレイル※1予防に向けて、区民、医
療、介護の連携を強化し、食情報の共有化を推進するなど、多様な暮らしやライフステージに応じた食育を推進しま
す。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

健康づくりリーダーの活動支援
　 55人

講演会等
　 6回

よい歯健口フェスティバル※1開催

健康づくりリーダーの活動支援
　 70人

講演会等
　 6回

よい歯健口フェスティバル開催

健康づくりリーダーの活動支援
　 85人

講演会等
　 6回

よい歯健口フェスティバル開催

　関連する計画

（実行計画）施策12　区民と進める健康づくりの推進

区民の参加による健康づくり
健康推進課

保健サービス課

　健康づくりを推進するため、区民や関係団体と協働し、イベントや啓発事業を実施するほか、交流会等によるネット
ワークづくりを進めます。
　また、健康づくりリーダーを養成し、地域における健康づくり活動を積極的に行うことにより、「人生100年時代」の健
康長寿社会に向け、世代を超え、生涯を通じた健康づくりができる地域社会の実現を目指します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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6（2024）年度

（実行計画）施策12　区民と進める健康づくりの推進

　関連する計画

（実行計画）施策12　生活習慣病予防対策の推進

取組
内容

民間運動施設
　 3か所

運動プログラム利用者
　 450人

健康づくりスポーツライフ連絡会開催
　 1回

民間運動施設
　 4か所

運動プログラム利用者
　 600人

健康づくりスポーツライフ連絡会開催
　 1回

民間運動施設
　 4か所

運動プログラム利用者
　 600人

健康づくりスポーツライフ連絡会開催
　 1回

民間運動施設との協定による生活習慣病予防の推進
健康推進課

－

　生活習慣病を予防するため、「区民の健康づくりに関する協定」を締結した民間運動施設との協働により、区民が
参加しやすい日程や専門家による指導が受けられるプログラムを案内し、区民が自分のペースで身近な運動施設を
利用できる機会を提供します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

　関連する計画

取組
内容

健康づくり応援店
　 新規登録の拡大
　　 30店

健康情報の提供
　 436店×3回

健康づくり応援店
　 新規登録の拡大
　　 30店

健康情報の提供
　 466店×3回

健康づくり応援店
　 新規登録の拡大
　　 30店

健康情報の提供
　 496店×3回

健康づくり応援店事業の実施
健康推進課

－

　飲食店、惣菜店、コンビニエンスストア等と協働し、健康栄養情報やヘルシーメニューの提供などを通じて、区民の
健康づくりを推進します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度
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＜福祉・地域共生＞

　関連する計画

（実行計画）施策12　区民と進める健康づくりの推進

取組
内容

運営団体による協働事業の実施 運営団体による協働事業の実施 運営団体による協働事業の実施

ゆうゆう館協働事業の実施
高齢者施策課

－

　公募により選定されたＮＰＯ法人等の運営団体と区が協定を締結し、ゆうゆう館の受付等業務を行いながら、地域
のニーズなどを反映した高齢者向けの企画を実施します。高齢者の知識や経験を活用した協働事業の充実等によ
り利用者ニーズに応えるほか、活動の活性化を図り、高齢者の地域活動の拠点としていきます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

わがまち一番体操事業の運営
　 実施会場数　32会場

身体能力測定会の実施
　 開催　年8回

公園から歩く会
　 実施会場数　12会場

ウォーキング講座
　 開催　年6回

わがまち一番体操事業の運営
　 実施会場数　32会場

身体能力測定会の実施
　 開催　年8回

公園から歩く会
　 実施会場数　12会場

ウォーキング講座
　 開催　年6回

わがまち一番体操事業の運営
　 実施会場数　32会場

身体能力測定会の実施
　 開催　年8回

公園から歩く会
　 実施会場数　12会場

ウォーキング講座
　 開催　年6回

ＮＰＯとの協働による介護予防事業の実施
保健サービス課

－

　地域での介護予防を推進するため、ＮＰＯと協働で区独自の介護予防体操「わがまち一番体操」の体操教室や身
体能力測定会、ウォーキング事業などを実施します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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※1　たすけあいネットワーク（地域の目）：地域包括支援センターを事業拠点として、あんしん協力員・あんしん協力機関により登録高齢者への

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  見守り等を行うネットワーク

※2　あんしん協力員：地域の高齢者の見守りを行うたすけあいネットワーク（地域の目）事業の趣旨に賛同し区に登録した人。見守りを希望

　　　　　　　　　　　　　　する高齢者に対し、定期的な訪問を行うほか、地域に住む高齢者に気を配り、声かけを行うなどの見守りを行う

※3　あんしん協力機関：民間事業者等でたすけあいネットワーク（地域の目）事業の趣旨に賛同し区と覚書を取り交わした団体（新聞販売店、

　　　　　　　　　　　　　　　 宅配事業者など）。日常業務の中で、その団体の特色を生かし、緩やかな見守りを行う

※1　農福連携農園：農業と福祉の連携事業を実施する農園。障害者や高齢者等のいきがい創出や健康増進、障害者等の就労につながる

　　　　　　　　　　　　　取組のほか、農産物の提供による福祉施設等の運営支援や区民・地域との連携事業を実施

都立農芸高等学校等との連携事業
　 実施

障害者等の就労支援の取組
　 実施

区民・地域との連携事業
　 検討・実施

区民ボランティア
　 20人

農福連携農園※1の運営

　関連する計画

　関連する計画

（実行計画）施策8　都市農業の支援と保全

取組
内容

都立農芸高等学校等との連携事業
　 検討

障害者等の就労支援の取組
　 検討

区民・地域との連携事業
　 検討・実施

区民ボランティア
　 20人

産業振興センター

－

　都市農地が持つ多面的な機能を生かした取組を障害者施設、都立農芸高等学校等区内教育機関などの関係団
体と連携して実施することを通して、障害者や高齢者等のいきがい創出や健康増進、若者等の就労支援、食育の推
進を図るとともに、区民・地域との連携事業を実施して都市農地の魅力を広く発信します。
　また、関係団体と連携し、障害者等を対象とした就労につなげるための取組を実施していきます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

都立農芸高等学校等との連携事業
　 実施

障害者等の就労支援の取組
　 検討

区民・地域との連携事業
　 検討・実施

区民ボランティア
　 20人

取組
内容

たすけあいネットワーク(地域の目)※1

　 登録者数≪130人≫
　 あんしん協力員※2

　　 新規20人
　 あんしん協力機関※3

　　 新規5団体

たすけあいネットワーク(地域の目)
　 登録者数≪130人≫
　 あんしん協力員
　　 新規20人
　 あんしん協力機関
　　 新規5団体

たすけあいネットワーク(地域の目)
　 登録者数≪130人≫
　 あんしん協力員
　　 新規20人
　 あんしん協力機関
　　 新規5団体

（実行計画）施策15　地域の見守り体制の充実

ひとり暮らし高齢者等たすけあいネットワーク事業の実施
高齢者在宅支援課

－

　高齢者が地域で安心して暮らし続けられるよう、主に介護保険サービス等を利用していない高齢者で登録を希望
する方を対象に、区民のボランティアである、あんしん協力員が定期的に個別の見守りを行います。また、あんしん
協力員及びあんしん協力機関が、地域に暮らす高齢者に対する緩やかな見守りを行います。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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＜子ども・学び＞

※1　地域子育てネットワーク事業：各小学校区で、児童館及び子ども・子育てプラザを事務局として、地域との協働による地域交流の伝統行事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 の実施や、関係機関や地域団体等で構成する連絡会の開催など、子どもと子育てを応援する地域社会の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 つながりを強めるための取組

（実行計画）施策14　男女共同参画の推進

　関連する計画

（実行計画）施策19　地域における子育て支援体制の充実

　関連する計画

取組
内容

男女共同参画啓発講座の開催
　 5講座

男女共同参画啓発講座の開催
　 5講座

男女共同参画啓発講座の開催
　 5講座

男女共同参画啓発講座の実施
男女共同参画担当

－

　区内で活動する地域団体やＮＰＯ法人等の企画・運営により、男女平等推進センターの男女共同参画啓発講座を
多様なテーマ・内容で実施し、講座の充実と地域団体等の活動支援を図ります。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

地域伝統行事等
　 実施

区民企画事業
　 実施

連絡会
　 開催

地域伝統行事等
　 実施

区民企画事業
　 実施

連絡会
　 開催

地域伝統行事等
　 実施

区民企画事業
　 実施

連絡会
　 開催

地域子育てネットワーク事業※1の実施
児童青少年課

－

　各小学校区域で、地域住民等との協働により地域の伝統行事等を実施し、世代を超えた人々との交流を促進する
ほか、関係機関と地域の子育て支援団体等で構成する連絡会の定期的な開催を通じ、地域で子育て家庭を見守
り・支援するネットワークを推進します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

編集会議開催
　 12回

記事掲載
　 36本

編集会議開催
　 12回

記事掲載
　 36本

編集会議開催
　 12回

記事掲載
　 36本

すぎなみ子育てラボラトリー（すぎラボ）による子育て情報の発信
子ども家庭部管理課

－

　区のホームページ「すぎなみ子育てサイト」内の区民参加コンテンツ「すぎラボ」において、区内の子育て中のメン
バーが、子育て支援サービスの紹介やイベントの体験記など、子育て世帯の興味・関心が高いテーマに関する記事
を作成し、子育てに身近な視点からの情報発信を行います。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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※1　すぎなみ地域大学：地域活動やボランティア活動に必要な知識・技術を学ぶ講座を開講し、地域社会に貢献する人材、協働の担い手を

　　　　　　　　　　　　　　　  育成する事業

（実行計画）施策26　地域活動を担う人材の育成・支援

　関連する計画

取組
内容

区民参加型展示
　 実施　3回

区民参加型展示
　 実施　3回

区民参加型展示
　 実施　3回

郷土博物館における区民参加による協働展示の企画
生涯学習推進課

－

　郷土の研究や博物館活動を通して、生涯学習における活躍の場を求める区民・地域団体・NPO等の参加と協働に
よる展示を実施することにより、地域における郷土学習の担い手を育成します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

すぎなみ地域大学の講座運営
　 25講座
　 講座修了者のうち地域活動への
   参加者
　　  延べ6,300人

協働プラザによる人材育成・活動支援
　 5講座

杉並ボランティアセンターによる人材育
成・活動支援
　 5講座

すぎなみ地域大学の講座運営
　 25講座
　 講座修了者のうち地域活動への
   参加者
　　  延べ6,450人

協働プラザによる人材育成・活動支援
　 5講座

杉並ボランティアセンターによる人材育
成・活動支援
　 5講座

すぎなみ地域大学の講座運営
　 25講座
　 講座修了者のうち地域活動への
   参加者
　　  延べ6,600人

協働プラザによる人材育成・活動支援
　 5講座

杉並ボランティアセンターによる人材育
成・活動支援
　 5講座

すぎなみ地域大学※1等による地域人材の育成
地域課

－

　すぎなみ地域大学で実施する講座を修了した区民が、学んだ知識やノウハウを生かしながら、地域課題等の解決
に取り組むことができるよう支援していきます。また、すぎなみ協働プラザや杉並ボランティアセンターにおいて、ボラ
ンティアの育成や団体の活動支援のための講座を実施します。

4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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※1　地域学校協働活動推進員：地域学校協働活動に関して、教育委員会の施策に協力して、地域住民等と学校の情報共有を図るとともに、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地域学校協働活動を行う地域住民等に対する助言等の援助を行う者

　関連する計画

（実行計画）施策25　地域と学校の協働活動の充実

取組
内容

相互の連携協働による教育活動の推
進

連携協働事業推進連絡会の開催
　 （年2回）

相互の連携協働による教育活動の推
進

連携協働事業推進連絡会の開催
　 （年2回）

相互の連携協働による教育活動の推
進

連携協働事業推進連絡会の開催
　 （年2回）

区立学校と区内都立学校との連携協働による教育活動の推進
済美教育センター

－

　平成26年3月に締結した杉並区教育委員会と区内都立学校との連携協働に関する包括協定に基づき、区立学校
と区内にある都立学校が、児童・生徒や教職員間で交流し、互いの教育活動に関する知識・技能を共有・活用した
り、施設を相互利用したりするなど、お互いの教育活動を充実させる取組を進めます。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

学校支援本部の活動支援
　 小中学校全校

地域教育推進協議会の活動支援
　 (4地区)

地域学校協働活動推進員の配置
　 1人

　　　　　　　　　　　―

学校支援本部の活動支援
　 小中学校全校

地域教育推進協議会の活動支援
　 (4地区)

地域学校協働活動推進員の配置
　 3人
 　(累計4人)

　　　　　　　　　　　―

学校支援本部の活動支援
　 小中学校全校

地域教育推進協議会の活動支援
　 (4地区)

地域学校協働活動推進員の配置

　 (累計4人)

学校支援本部と地域教育推進協議会
の連携・強化モデル事業
　 実施

地域と学校の協働活動の充実
学校支援課

－

　誰もが教育の担い手として学び合い、教え合うことのできるまちを目指して、学校の教育活動を支援する学校支援
本部や、地域の多様な主体が連携し子どもの育成や教育に係る課題解決に向けて取り組む地域教育推進協議会
等の活動を支援します。
　また、新たに配置する地域学校協働活動推進員※1を中心に、学校支援本部と地域教育推進協議会の取組を連
携・強化するモデル事業を4中学校区で実施し、学校を地域における学びの拠点として、区民の多様な活動を推進
します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度
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＜文化・スポーツ＞

※1　バタアートエキシビション：区とＮＰＯ法人が協働し、区内で活動するアーティストや学生等と連携して実施している、「和文化」をテーマに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 阿佐ヶ谷のまちを彩るアート展

　関連する計画

（実行計画）施策27　文化・芸術活動の創造と発信

取組
内容

すぎなみフェスタの開催 すぎなみフェスタの開催 すぎなみフェスタの開催

すぎなみフェスタの開催
地域活性化推進担当

－

　「人と人、地域と地域をつなぎ、杉並を元気に」を基本理念とする「すぎなみフェスタ」について、引き続き、地域、産
業、文化関係団体等と連携しながら、世代を超えた区民の交流・つながりを通じて、杉並の元気を生み出すイベント
として実行委員会形式で企画・開催します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度 6（2024）年度

取組
内容

「スギナミ・ウェブ・ミュージアム」の運
営、発信

東京2020大会をきっかけにした和文化
の発信

地域の中での作品展示場所の発掘と
創出

「スギナミ・ウェブ・ミュージアム」の運
営、発信

東京2020大会をきっかけにした和文化
の発信

地域の中での作品展示場所の発掘と
創出

「スギナミ・ウェブ・ミュージアム」の運
営、発信

東京2020大会をきっかけにした和文化
の発信

地域の中での作品展示場所の発掘と
創出

文化・芸術の創造性を活
い

かしたまちの魅力づくり
文化・交流課

－

　「文化・芸術の創造性を活かしたまちの魅力づくり」をテーマに、ＮＰＯと協力して、区民が創作した作品の展示や
発表の場を確保していきます。また、スギナミ・ウェブ・ミュージアムを活用しながら、気軽に文化・芸術に親しめる機
会を充実させることを目的に、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした和文化発信プロジェクト「バ
タアートエキシビション※1」等を実施します。
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（２）情報発信と区民等とのコミュニケーションの充実

※1　協働提案制度：区と地域活動団体（ＮＰＯ法人や地域団体、事業者など）が、お互いの立場を尊重し、十分に協議を行い役割を分担

　　　　　　　　　　　　　しながら、地域の公共的な課題の解決に向けて取り組んでいく制度

　関連する計画

（区政経営改革推進計画）方針3　戦略的広報の推進

6（2024）年度

6（2024）年度

取組
内容

ＳＮＳ等による情報発信
　 実施

ホームページの全面更新
　 検討

メディアミックスによる情報発信
　 実施

ＳＮＳ等による情報発信
　 実施

ホームページの全面更新
　 検討

メディアミックスによる情報発信
　 実施

ＳＮＳ等による情報発信
　 実施

ホームページの全面更新
　 実施

メディアミックスによる情報発信
　 実施

　関連する計画

戦略的広報の推進
広報課

－

　区の情報発信の指針となる広報戦略に基づいて、分かりやすく区の情報や魅力を発信することで、区民の区に対
する誇りや愛着心、また区政への参画意欲を高めていきます。区ホームページについては、デジタル化の進展に
伴って変化する通信端末や情報媒体等との親和性を高め、区民が必要とする情報を分かりやすく配信できるシステ
ムとするため、全面的に更新します。

年度 4（2022）年度 5（2023）年度

（実行計画）施策26　地域活動団体への支援

取組
内容

協働提案制度
　 実施

協働提案制度
　 実施

協働提案制度
　 実施

協働提案制度※1の実施
地域課

－

　協働の担い手となる地域活動団体(ＮＰＯ法人、地域団体、事業者等)と区が、話し合いや意見交換の場を持ち、課
題の認識や目的・解決の方向性を共有して、提案された協働事業に取り組んでいきます。
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　関連する計画

（区政経営改革推進計画）方針3　区政を話し合う会の実施

取組
内容

区長と区民の意見交換会
　 開催

区長と区民の意見交換会
　 開催

区長と区民の意見交換会
　 開催

区政を話し合う会の実施
区政相談課

－

　日頃、区政に参加する機会の少ない方を含め、幅広い区民と区長が直接意見交換を行う懇談会を開催し、区民の
意見を区政運営に生かしていくとともに、意見交換を通じて区民の区政に対する関心や理解を高めていきます。ま
た、実施状況を効果的に発信することにより、区民との協働の機運を醸成します。
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